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日本同盟基督教団「教会と国家」委員会

委員長　柴田智悦
国立大学への「日の丸」掲揚・「君が代」斉唱要請取り消しを求める声明

　私ども日本同盟基督教団「教会と国家」委員会は、下村博文文部科学大臣が6月16日、国立大学長会議において、全86の国立大学長らに、入学式や卒業式で「日の丸」掲揚と「君が代」斉唱を行なうよう要請されたことに対して、以下の理由で抗議し要請の取り消しを求めます。

　

　まず、大学には憲法第２３条で保障された「学問の自由」があります。それは、学問的研究の自由、およびその研究結果の発表の自由、さらにその研究の結果を教授する自由が保障されているということです。また、大学は、その運営について国から干渉を受けない「大学の自治」が保障されています。それらは、大日本帝国憲法下において、しばしば、学問の自由が国から侵害されたことの反省によります（1933年の滝川事件、1935年の天皇機関説事件、1937年の矢内原事件など）。今回の要請は、4月9日の参議院予算委員会における安倍首相の「新教育基本法の方針にのっとって正しく実施されるべきだ」との発言を受けてのことですが、もしそうであれば、第７条２項「大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければならない」という目標にこそ則って、正しく実施されるべきです。

　また、地域や国境に限定されない大学には、様々な地方や諸外国からの学生や教職員たちがおります。その中には、戦争中、日本に侵略されていた中国、韓国を始めとするアジア諸国の学生たちや、国内において唯一の地上戦を経験し、２０年間アメリカの支配下に置かれ、本土復帰を果たした後もなお、現在に至るまで米軍基地の重圧に苦しめられている沖縄の方々もおります。彼らにとって「日の丸・君が代」は、単なる日本の「国旗・国歌」と割り切ることのできない、戦争と一体化して自分たちを苦しめ、また今もそうである日本という国の象徴として、複雑な感情があることを無視してはならないのです。下村文科相が言われたように「日の丸・君が代」が「長年の慣行で国民の間で広く定着」しているとは言えません。事実、１９９９年に施行された国旗国歌法が制定されたとき、政府自身が「強制や義務化はしない」と明言しているにも拘わらず、学習指導要領に基づいて指導されている小中高校でその「強制」がなされており、憲法１９条に保障されている「思想及び良心の自由」が侵されているとしてそれに反対した教員たちが東京都だけで４４０名以上も「処分」されており、いまもその処分の撤回を求める裁判が続けられ、地裁･高裁レベルでは違憲判決が出ています。大学に対してはなおさら、教育基本法を掲げてその教育に干渉することは、憲法上、許されることではありません。さらに安倍首相は、４月の参議院予算委員会で「税金によって賄われていることに鑑みれば、正しく実施されるべきではないか」と発言されていますが、もしそれを言われるのであれば、国立大学は納税者に対して責任を果たすべきであって、国家や政府に対してではありません。却って国会こそ、納税者であり主権者である私たち国民に対して、正しく実施されていることを示すべきです。

　最後に、私たちクリスチャンの中には、戦前・戦中、天皇や天皇制国家の象徴であった「日の丸」に礼をすることや、天皇賛美の歌である「君が代」を歌うことは、信仰の良心の問題としてできない者が多くおり、教員として「処分」された人もいます。かつて、戦時下の日本の教会は、礼拝において宮城遥拝をし、君が代を歌うことで、私たちの信仰する唯一の神以外のものを礼拝したばかりか、侵略し植民地とした国々のクリスチャンに対しても神社参拝を強要しました。そうして、侵略戦争に荷担するという罪を犯しました。私たちは、二度とその轍を踏まないことを誓って戦後の宣教活動を続けて来たのです。戦前・戦中、国家が宗教と結びついて他の宗教を弾圧してきた歴史の反省に基づく憲法２０条の「信教の自由」は、信じる自由と同時に信じない自由も保障しています。また、同じ理由によって国家と宗教を厳格に分離したのです。従って、今回の国立大学に対する「日の丸」掲揚と「君が代」斉唱の要請は、私たちから、憲法２０条が保障する「信教の自由」を奪うことになり、国立大学という「国の機関」が、入学式や卒業式という重要な教育の場で、「宗教教育」「宗教的活動」を行ない、その「宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制」することによって、「政教分離の原則」を犯していることになるのです。

　以上の理由から私たちは、下村文部科学大臣が国立大学に、入学式や卒業式における「日の丸」掲揚と「君が代」斉唱の要請をされたことに対して抗議し、要請の取り消しを求めます。真理を探究する学問の自由が保障されない国や社会は、滅びの道を歩むことになります。

　「それは、真理を信じないで、悪を喜んでいたすべての者が、裁かれるためです。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（テサロニケ人への手紙第二　2:12）
